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新たな交通サービスの潜在需要推計を実施する場合にパーソントリップ（PT）調査結果を活用すること

が考えられる．しかし、ワンウェイカーシェアリングでは利用が想定されるステーション圏域と比較して

PT 調査ゾーンが大きい場合、PT 調査ゾーン間移動量を原単位とすると過大推計する等の課題が想定され

る． 

そこで、PT 調査結果をベースデータとし、移動表現力の高いスマートフォン位置情報を活用した需要

推計手法を検討した．東京で展開されている実サービスデータと比較し手法の妥当性の確認を実施した．

また滞留人口データを用いた需要推定結果と比較することにより、スマートフォン位置情報の利用の妥当

性を確認した． 
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1. 背景 

 

近年新たなモビリティサービスの動きが活発化してき

ている．カーシェアリング、バイクシェアは世界的に導

入が進んでおり、Uber、Lyft に代表される自車の空席を

他者に提供して相乗りすることで収入を得るライドソー

シング、Via などに代表される DRT（Demand Responsive 

Transport）も北米、欧州を中心に様々な動きがみられて

きている． 

その新たなモビリティサービス 1つである、ワンウェ

イ型カーシェアリングサービス（OWCS）は、公共交通

と連携しマルチモーダル交通社会を支える位置づけにな

っていくことが期待されている． 

それら新しいモビリティサービスを日本の都市に導入

していく際に潜在需要を推計することが必要になってく

るが、その場合対象エリアでのゾーン間の移動量・目

的・手段を把握できる情報であるパーソントリップ

（PT)調査結果を活用することが考えられる． 

OWCSの潜在需要をPT調査結果を用いて検討する場

合、PT調査で用いられているゾーンは大きく、OWCS

で潜在需要が存在していると想定しているゾーンとはと

マッチしていない場合が存在していることが考えられる． 

例えばある都市でのPT調査で用いられる PTゾーン

と車を配備するステーション案が図 1のような関係にあ

るとする．PT調査データには発着ゾーンに 1つのセン

トロイドしかないため、もしOWCSで検討しているス

テーション圏域（対象ステーションを利用すると想定さ

れるユーザがステーションにアクセスしてくれる距離を

勘案した圏域）と PTゾーンに大きな差があるため、需

要量を過大に推計する可能性がある．単純に面積按分す

ることが考えられるが、今回対象とするOWCSではマ

ルチモーダルに連携し様々な動きをすると想定されるた

め表現したい移動量を表現しきれないことは明白である． 

そこで、OWCSステーション圏域に合わせた潜在需
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要を手法を検討するため、OWCSを導入する前に利用

可能なデータを整理し、それぞれのメリット・デメリッ

トを整理した（表 1）． 

PT調査結果のメリットは、ゾーン間手段・目的別移

動量を把握できること、市当局など導入検討を進めてい

く際に合意形成しやすい．しかしデメリットとしては、

全国をカバーしているわけではなく、更にゾーンが

OWCSで想定しているステーション圏域よりも大きい

可能性があること、更新頻度が 10年毎程度であるため

対象とするPT調査結果が現状を反映していない可能性

があることがあげられる． 

人口統計（ここでは国勢調査及び経済センサスでのデ

ータを示す）のメリットはデータ入手が容易かつ最も細

かいものでゾーンメッシュが 4分の 1地域メッシュ（約

250m四方）で表現されている．デメリットとしては、

PT調査同様更新頻度が高くなく 5年単位であること．

更には、従業員人口（昼間人口）及び居住者人口（夜間

人口）データであるためOWCSの需要推定に活用する

場合には昼間の移動などのが表現されていないことがあ

げられる． 

スマートフォン位置情報のメリットは、一般ユーザが

利用している携帯電話の位置情報を活用するため、デー

タ鮮度が高い、基地局データや GPS データを活用する

ため、位置の粒度が細かい、場所/移動手段に依存しな

い、24時間 365日連続データが使用できる等、他のデー

タに比べ移動の表現力が高い．デメリットは、携帯キャ

リアごとにデータを保有していることより絶対量よりも

相対的な移動量が参考になること、近年交通計画への利

用が進んできているが他のデータと比較して、市当局な

どと合意形成として利用された実績がそこまで多くない

ことがあげられる． 

そこで、本研究ではゾーン間移動量が把握可能で、市

当局などと合意形成しやすい PT 調査結果をベースデー

タとし、課題であるステーション圏域に合わせた需要推

定を実施するため移動表現力が高いスマートフォン位置

情報を用いた需要推定手法を検討することとする． 

カーシェアリングに関する既往研究を概観すると、導

入可能性のシミュレーションを実施するためにゾーンの

中心、電停などにステーション候補をを置き検討する 1)

などステーション配置最適化などの研究が多くを占め、

ステーション圏域を想定したような需要推定を研究され

ている事例は見られない． 

またモバイル/スマートフォン位置情報を交通計画に

利用した既往研究を概観すると、、基地局位置情報関連

では、携帯電話基地局の運用データに基づく人口流動統

計から交通手段を推計したり 2)、携帯基地局データによ

る移動量を用いて長期間 PT 調査ができていない地域で

の PT 調査結果の補正を実施などの研究がなされている
3) ．スマートフォン位置情報では観光動態や商圏分析等

の領域では既に商用サービス 4)も見られてきていおり、

近年交通計画に関係した研究が盛んになってきている． 

以上より、OWCSを題材に PT調査結果とモバイル/ス

マートフォン位置情報を活用した導入検討向け需要推計

手法を検討した事例は見られない． 

OWCSステーション案

PTゾーン境界

ステーション圏域

 

図 1 PTゾーンと OWCSステーションとの関係 

 

 

表 1 利用可能性のある 2次データのメリット・デメリット  

 

用いるデータ メリット デメリット

PT調査結果

• ゾーン間の手段、
目的別移動量を
把握可能

• 市当局などと合意
形成しやすい

• 全国をカバーしているわ
けではない

• ゾーンがOWCSのス

テーションよりも大きい
可能性有

• 10年程度の更新頻度

人口統計
（国勢調査

/経済センサス）

• データ入手が容易
• ゾーンメッシュが
細かい（～250m）

• 5年ごとの調査結果
• 移動量を十分に表現で
きていない

スマートフォン
位置情報

• データ鮮度が高い
• 全国をカバー

• トリップチェーン全
体が表現

• 相対的な移動量のみ
• 市当局などと合意形成
に利用された実績が少
ない

 

 

 

2. 研究目的 

 

PT 調査結果とスマートフォン位置情報を用いて

OWCS のサービス特性に合った需要推計方法を検討す

る． 

その上で、東京の特定エリアでの需要推計を通じて、

需要推計手法の妥当性を東京で実施されてる TCPH

（Times Car Plus ×Ha:mo5) ）での実績データを用いて検証

する．加えて滞留人口データを用いた需要推定結果と比

較することにより、スマートフォン位置情報活用の妥当
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性を確認する．  

OWCSには、ステーションが固定されておらず路上

の公共パーキングを活用しているフリーフロートタイプ

と専用ステーションが配備されているステーションタイ

プの大きく 2つに分けられるが、本研究ではステーショ

ンタイプを対象とする． 

 

 

3. 潜在需要推計手法 

 

新たに導入する都市・エリアで OWCS の導入を検討

する際にステーション OD（以後 OD）別かつ時間帯別

に潜在需要が表現されていることが望ましい．なぜなら、

OWCS はワンウェイで乗り捨てが可能であるため、特

定の ODまたは特定の時間帯で双方向ではなく、片方向

にのみ車が偏在することが想定されている．例えば通勤

での利用であれば、電車などの公共交通駅から会社・工

場などへの移動の場合、朝は公共交通駅から会社への移

動が偏り、夕方は会社から公共交通駅への移動が偏るこ

とが想定されるためである． 

導入可能性を検討する際に OD 別かつ時間帯別にどれ

ぐらいの偏りが生じるかを知り、偏りを是正するためス

テーションの配置、駐車枠数の設定、事業者スタッフに

よる車の偏りをなくす配回送手法を検討することは大変

重要であるためである． 

OD 別/時間帯別潜在需要を推定する算出フローを図 2

で示す．図 2では、スマートフォン位置情報はメッシュ

単位で整理されている前提で説明する． 

 

 

ゾーン別・代表交通手段別・発着
時間帯別発生集中量（PTデータ）

目的種類別・代表交通手段別OD表
（PTデータ）

各メッシュにおいてPT集計ゾーン
および圏域との重なりを整理

UD数より圏域別・PT集計ゾーン別の
按分率（PTトリップを減じる割合）算出

メッシュ別・発生集中量

各メッシュにUD数を付与

ステーション圏域別OD表作成

PTデータの時間帯別OD表作成

×想定利用率

（1）ステーション配置案／圏域仮説設定

（2）移動量データを活用した需要推定

（3）OD別／時間帯別潜在需要の算出
 

 

図 2 潜在需要推定算出フロー 

 

 

(1) ステーション配置/圏域仮説設定 

OWCS を導入する都市・エリアを決め、PT 調査結果

等から図 1のようにステーションの配置案と圏域仮説を

作成する．ステーション圏域は、対象ステーションへの

徒歩でのアクセスが可能な距離などを想定して設定する

こととする．図 1では円でステーション圏域を設定して

いるが、メッシュ等で表現しても構わない． 

 

(2) 移動量データを活用した需要推定 

PT 調査でのゾーン間移動を用いることでステーショ

ン圏域と PT 調査でのゾーンの大きさが異なり過大推計

してしまう課題に対してはゾーン間移動量をステーショ

ン圏域の大きさに合わせて按分することとする．ステー

ション圏域は対象ステーションへの徒歩でのアクセスが

可能な距離などを想定して設定するため、500m 程度レ

ベルの細かさが表現できることがのぞましい．そこで細

かな分割レベルでのゾーンで移動量を表現すべくスマー

トフォン位置情報を用いる（図 3）． 

 

250mメッシュ境界線

計画基本ゾーン境界線  

図 3 PTゾーンとスマートフォン位置情報抽出ゾーンの違い 

 

 

まず各メッシュ別にその時利用する PT 集計ゾーン及

び圏域との重なりを整理し、各メッシュにスマートフォ

ン位置情報から推計した移動量 UD（UserData）数を付

与する．その後、ステーション圏域間 OD は、PT 調査

データによる ODを、発地側、着地側双方の UD数の比

を乗ずることによって按分して求める（推計イメージを

図 4に示す）． 

                                
        

          
 

        

          

PTデータによるOD スマートフォン位置データによる按分率  
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kzone2

PTデータによるOD
：OD(kzone1→kzone2,t)

sta圏域間OD
：OD(sta1→sta2,t)

sta2

sta1

kzone1

kzone：PT調査の計画基本ゾーン
sta ：ステーション圏域
UD ：UserData数(共起量)

kzone2から対象エリアの
全メッシュへの共起量
：UD(kzone2)

sta2から対象エリアの
全メッシュへの共起量
：UD(sta2)

kzone1から対象エリアの
全メッシュへの共起量
：UD(kzone1)

sta1から対象エリアの
全メッシュへの共起量
：UD(sta1)

 

図 4 按分率の算出方法 

 

ここまでで算出した想定需要はステーション圏域に合

わせた移動量を按分したものであるため、潜在需要の規

模を検討した想定利用率を勘案して潜在需要量を算出す

る． 想定する利用者像を踏まえて、OD別の全手段デー

タを対象としたり、目的別、手段別を選択することも可

能である． 

また、想定利用率も OD別に同じ値、異なる値を利用

することも可能である． 

 

(3) 移動量データを活用した需要推定 

 (2)で算出した量は 1日の統計量であるため、OWCS

に必要な時間帯別に按分するためにPTゾーン間移動量

の情報として発地側のゾーン別の発生時間帯分布を利用

する（図 5参照）．  

 

                                       
発生量          

発生量            

sta2

sta1

kzone1

t

発生量

kzone2

全時間帯(  )におけるPTのOD
：OD(sta1→sta2   )

全時間帯(  )における      からの  量

時間帯 t における      からの  量

時間帯 t におけるPTのOD
：OD(kzone1→kzone2  )

下記の割合を用いて時間帯別ＯＤを推計

 

図 5 時間帯別 ODの推計方法 

 

 

4. スマートフォン位置情報を用いた移動量推計

手法 

スマートフォン位置情報はGPS / WiFi/ 通信基地局等を

基にスマートフォンにて測位された位置情報である．測

位の時間間隔は機種やユーザの使用状況、移動頻度等に

よって変動するが、概ね数分～数十分間隔で生成される．

この時空間的に疎密なデータには発地、着地、移動中等

の識別はないため、以下の手順に従って移動量を推計す

る． 

(1) 移動滞在判定 

(2) トリップデータ抽出 

(3) 全トリップデータからの移動量推計 

 

(1) 移動滞在判定 

時空間的に疎密な位置情報データから移動と滞在状態

を識別する．まず参考文献 6) の方式を基に、滞留場所、

及び滞留時間を算出する．具体的には、ある時刻のレコ

ードの位置対して、その前レコードの滞留場所からの距

離、及び前レコードからの経過時間が閾値以下の場合、

同レコードは前レコードと同一の場所に滞留していると

判定する．図 6に判定イメージを示す．同図の点 3は前

レコードの点 2 から一定の距離範囲内に収まる為、点 2

と同一の滞留とみなし、点 2の緯度経度を点 3の滞留場

所とする．一方、点７は点 6 の滞留場所（ここでは点 2

緯度経度）から一定距離範囲外となるため、点 2-6 の滞

留場所とは異なると判定される。また点 2から点 6まで

の経過時間を同場所での滞留時間とする。この滞留時間

が閾値（滞在判定閾値）以上の区間を滞在とみなし、同

区間に含まれるデータに滞在場所、滞在時間情報を付与

する．図 6では黒丸で表示されたデータが滞在区間、白

丸で表示されたデータが移動区間を示している．本研究

では滞在判定閾値として 15 分を設定した．これは例え

ば駅での電車の乗換等の移動中継点での滞留を除外する

ためであるが、目的に応じて適切な閾値に設定するのが

望ましい．上記ルールに従って図 6 では点 2～6、及び

点 11～14がそれぞれ個別の滞在として判定される。 

 

(2) トリップデータ抽出 

(1)にて移動滞在の識別、及び滞在時間が付与された

位置情報データについて、任意の滞在場所 X から次の

別の滞在場所 Y までの区間のデータを、発地 X、着地

Yのトリップデータとして抽出する． 

 

(3) 移動量推計 

 (2)で抽出された全トリップデータに対して、250mメ

ッシュ毎の移動量を算出する．スナップショットとして

の PT調査と比較して、スマートフォン位置情報は 24時

間 365日生成されることが利点である．このため数週間

～数ヶ月等の一定期間の全トリップデータから、発着地

の出現回数を集計することで、実際の発生確率に近い移

動量となる．本研究では推計対象の移動量UD数を以下

の式で定義している． 
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ここで、Uはサンプルユーザ群、Aは移動量を算出する

エリア、Dは集計対象の期間、UD(A)はエリアAの移動

量を示す．また、T(u, a, d)はユーザ uの日付 dにおける

トリップデータのうち、メッシュ aの発着地出現有無を

示す関数で、1回以上出現された場合は 1、それ以外の

場合は 0としている． 

上記手順よって対象エリア内の全メッシュ、又は全ス

テーション圏域毎の移動量を算出する． 

 

 

図6 移動滞在判定処理イメージ 

 

 

5. 東京での需要推計を通じた妥当性検証 

 

(1) 東京でのOWCS展開を想定した需要推計 

3.潜在需要推計手法を用いて東京での図 7のエリア及

びステーション圏域において需要推計を実施する． 

PTトリップ集計ゾーンとして計画基本ゾーンを用いて、

全手段の移動量を母集団とする．許諾のとれた au スマ

ートフォンの生成する端末位置ログを対象とし、2016

年 6 月 1 日～14 日の 2 週間のスマートフォン位置情報

を用いて移動量を推計する．本研究では 250m メッシュ

レベルでスマートフォン位置情報から移動量を算出する． 

 

 

(2) 需要推計結果と TCPH実績との比較 

TCPHは 2015年 10月から東京都中央区、江東区などを

中心に実証実験がスタートした．今回需要推計結果と比

較するために 2015年 10月～2016 年 12月の実績値を用

いる．実サービスのため、推計時に想定したステーショ

ン配置と全く同じではないが、エリアレベルであればほ

ぼ同様であるため比較できると判断した． 

対象エリア全体での需要推定結果と実績とを時間帯別

トリップ比率（24 時間の合計値を 100 とした時の時間

帯別比率）で比較すると、需要推計側が少し多いがほぼ

一致していることを確認した（図 8参照）． 

横軸を時間帯別、縦軸を時間帯別トリップ比率として

視える化を実施すると（図 9）、夜中/朝は実トリップ

側のトリップ比率が高く、夕方は推定需要側のトリップ

比率が大きいことがわかった． 

需要推計結果と実績値とが時間帯別トリップ比率で見

ると傾向レベルでは比較的一致していることを確認し、

本潜在需要推計の妥当性が検証できた． 

 

 

 

図7 東京でのステーション配置/圏域案 
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図 8 需要推計結果と実績データの比較 

（時間帯別トリップ比率） 
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図 9 需要推計結果と実績データの比較 

（時間帯別トリップ比率） 

(3) 滞留人口データを用いた需要推計結果との比較 

本研究では、PT 調査結果をベースデータとし、ステーショ

ン圏域に合わせ移動量も勘案した需要推計を実施するため

にスマートフォン位置情報を用いた移動量推計を按分に用

いる手法を提案した． 

図２に示す潜在需要推計手法で按分率を算出する部分は、

各メッシュの UD 数をベースに実施するため、別のデータを

用いて代替することも可能である． 

そこで、表 1の比較表に本研究では選択したなかった人口

統計を用いても推計することが可能であるため、滞留人口デ

ータを示す人口統計結果を用いた需要推計結果とどのよう

な違いがあるのかを比較検討した． 

滞留人口データとして、居住人口（夜間人口）と従業員人

口（昼間人口）の合計を用いて算出した潜在需要推計結果と

スマートフォン位置情報を用いて推計した結果を図 10に示

す．従業員人口を用いて実施して推計した場合の方が、スマ

ートフォン位置情報を用いて推計した場合よりも 2割程度数

値が低いことがわかる． 
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図 10 従業員人口及びスマートフォン位置情報 

を用いた潜在需要推計結果の比較 

 

 

違いがどこにあるかを分析するため、図 7で示したス

テーション圏域の番号をODとしたOD表を示す（図

11）． 

お台場、都心エリア（日本橋、銀座等）で滞留人口デ

ータを用いた場合の推計量が少なくなっており、その理

由として居住者・従業員の移動量を十分に表現できてい

ないことが考えられる． 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

1 42% 31% 58% 47% 47% 82% 73% 73% 47%

2 42% -2% 10% 11% 30%

3 -11% -28% -9% -7% -12% 7%

4 -4% 1% -11% 6% 6% 22%

5 -4% -2% 8% 41%

6 -11% 2% 0% -8% -22% -16% 13% 5% 4% 1% 28% 20% 10%

7 30% -3% -12% 8% -6% 55% -8% 5% 7% -11% 2% 2% 18%

8 123% 53% 18% 13%

9 -22% -8% 29% 16% 25% 11% 7% 26%

10 -27% -17% -10% -12% 18% 24% 44% 33% 13%

11 13% 29% -10% -17% 21% 47%

12 2% 4% 18% 15% 17% -2% 9% 1% 4% 24%

13 5% 14% 25% 17% -5% 17% 11% 45% 34%

14 -10% -4% -7% -46% 70% 4% -14% -17% -3% 1%

15 -45% 50%

16 70% 50% 187% 126% 174%

17 4% 187% 81% 114% 79% 205%

18

19 62% -5% 17% 8% -11% -18% 19% 21% 57% 42% 29% 19%

20 47% 10% -6% 6% 2% 10% 21% 21% 9% 17% -13% 18% 2% 37% 33% 30% 13% 66%

21 46% 10% -10% 9% 3% -2% 5% 20% 3% 12% -17% 124% 81% 22% 2% 30% 28% 43% 44% 94%

22 27% 4% 45% -4% 51% 37% 30% 65% 69% 46%

23 72% 29% 6% 23% 42% 26% 22% 27% 45% 44% 25% 35% 2% 172% 109% 43% 33% 25% 62% 49% 38% 98%

24 72% 21% 36% 28% 30% 41% 72% 52% 35%

25 46% 10% 13% -24% 80% 19% 15% 41% 40% 35% 31% 41%

26 205% 72% 66% 90% 97% 40%

27 77%

28 78%

お台場・有明周辺

お台場・有明周辺

都心エリア
(日本橋、銀座等)

凡例
近似式＞国勢調査+経済センサスの需要推計結果
近似式＜国勢調査+経済センサスの需要推計結果  

図 11 ステーション圏域番号別 OD表 

 

 

次に 2015年 10月から 2016年 12月のTCPHのトリップ傾

向（図 12）を見てみると南北方向の移動が活発であることが

みられる．実サービスではステーションは順次作成しており、

葛西等の東側のステーションは期間後半に作られた等はあ

るが、南北方向でトリップが多い傾向がみられる． 

この 2つの結果を照らし合わせることで、スマートフォン位

置情報を用いた方がOWCSの移動傾向に合致した推計が

できる可能性を示せた． 

 

1
2
3
4
5
6
7

需要多

需要少  

図 12 トリップ傾向（TCPH 2015年10月~2016年 12月） 

 

 

6. 結論 

本研究では、PT調査結果とスマートフォン位置情報
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を用いて OWCSのサービス特性に合った潜在需要推計方

法を検討した．本潜在需要推計手法は、東京の特定エリ

アでの実施されてる TCPHでの実績データを用いて時間

帯別トリップ比率を比較したところ、比較的一致してい

ることを確認し、本潜在需要推計の妥当性を検証した． 

また、スマートフォン位置情報を活用する場合と滞留

人口データを用いた需要推定結果と比較することにより、

お台場、都心エリアでの移動をスマートフォン位置情報

の方が表現力が高く、実データトリップでも同様の傾向

を示すことより、スマートフォン位置情報を用いた方が

OWCS の移動傾向に合致した推計ができる可能性を示せた． 

今後に向けた課題として下記が考えられる． 

(1) 実結果と推定結果のエリア別差把握 

(2) スマートフォン位置情報をベース情報として用い

た導入検討向け需要推計手法の検討 

(3) ワンウェイ型カーシェアリング以外のモビリティ

サービスへの応用検討していく 
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DEMAND ESTIMATION METHOD OF ONE-WAY CARSHARING SERVICE 

 BY UTILIZING SMARTPHONE LOCATION DATA 

 

Masahiro KUWAHARA, Akira YOSHIOKA, Atsunori MINAMIKAWA, 

Hirokazu MATSUMOTO and Toshiya HAYATA 

 
Person Trip(PT) survey data would be utilized to estimate the potential demand of new mobility services. 

However, it is assumed that we overestimate the potential demand by using the amount of trips between PT 

survey’s zones when the zone is larger than accessible area of one-way carsharing service(OWCS). In this 

study, we develop the demand estimation method of OWCS by utilizing PT suvey data and smartphone loca-

tion data which can be expressed user movements.  

The method is validated by comparing estimation demand with practical data of OWCS in Tokyo. Also we 

show that  utilizing of smartphone location data is useful by comparing results of estimation demand with  

population data. 

第 58 回土木計画学研究発表会・講演集


